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育児・介護休業法について
～男性の育児休業取得促進～

令和7年4月、10月の改正内容
～共働き、共育て～



男女の育児休業の取得率の状況

• 育児休業取得率は、女性は８割台で推移している一方、男性は上昇傾向にあるものの女性に比べ低い水準
となっている（令和３年度：13.97％）。
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（育休取得率の状況（％））

※ 調査対象：各事業所で調査前年度1年間に育児休業を終了し、復職した者

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

〇事業所規模別 育児休業取得割合（％）（令和３年度）

【女性】

500人以上100～499人30～99人5～29人総数事業所規模

91.794.779.379.985.1女性

17.014.7013.0812.3913.97男性

（育休取得率の状況（％））【男性】

政府目標
令和７（2025）年：30％（※）

※「こども・子育て政策の強化について（試案） 」
（令和５年３月31日）において、

令和７（2025）年 ：30％→50％に引き上げ
令和12（2030）年 ：85％

とする旨示されている。
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育児休業の取得状況と取得希望（男性・正社員）
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○ 「男性・正社員」について、出産・育児のためになんらかの休暇・休業の取得を希望していた者のうち、

育児休業制度の利用を希望して利用した割合は19.9％となっている。一方、育児休業制度の利用を
希望していたが、利用しなかった割合は37.5％となっている。

育児休業制度の利用を希望し、利用した割合 19.9％
育児休業制度の利用を希望し、利用しなかった割合 ①＋②＝37.5％

男性・正社員が利用した育児休業制度の利用状況および利用希望

19.9% 24.7% 24.2% 12.8%
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育児休業制度

(n=462)

制度を利用した

制度を利用しなかったが､利用したかった
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制度を利用したかった
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わからない

会社に制度があった

会社に制度がなかった

・・・・・・①

・・・・・・②

① ②

※就業形態は末子妊娠判明時のもの。

※末子の出産・育児を目的として休暇・休業を取得したかについて、「休暇・休業を取得した」
「休暇・休業の取得を申請したことがあるが、休暇・休業を取得できなかった」「休暇・休業の
取得を希望していたが、休暇・休業を申請しなかった」と回答した者（49.3％）を母数とする。

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平成30年度）



育児休業制度を利用しなかった理由

• 「男性・正社員」について、育児休業制度を利用しなかった理由をみると、「収入を減らしたくなかったか
ら」、「職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったから、または会社や上司、職場の育児休業取得への
理解がなかったから」、「自分にしかできない仕事や担当している仕事があったから」が多くなっている。

※就労形態は末子妊娠判明時のもの。
※末子の育児のための休暇・休業制度のうち育児休業において、
「利用したことはないが、利用したかった（利用したい）」
「利用したことはなく、利用希望もない」のいずれかを選択した回答者を集計対象とする。
※複数回答
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21.9%

22.5%

39.9%
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会社で育児休業制度が整備されていなかったから

職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったから、…

収入を減らしたくなかったから

休業取得によって、仕事がなくなったり、…

残業が多い等、業務が繁忙であったから

休業から復職する際に、仕事や職場の変化に…

自分にしかできない仕事や担当している仕事があったから

昇給や昇格など、今後のキャリア形成に…

配偶者や家族から育児休業の取得に対して…

家族や保育所などの保育サービス等自分以外に育児の担い手が…

育児休業を取得しなくても育児参加しやすい…

育児休業は男性ではなく女性が取得するものだ…

その他

わからない
女性・正社員
(n=47)

男性・正社員
(n=626)

【出典】日本能率協会総合研究所「仕事と育児の両立等に関する実態把握のための調査研究事業」（労働者調査）（令和４年度厚生労働省委託事業）
※小学校４年生未満の子の育児を行いながら就労し、約10年以内に妊娠・出産・育児のために離職した経験のない労働者を対象としたアンケート調査
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２ 育児・介護休業法について
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子が１歳（保育所に入所できないなど、一定の場合は、最長２歳）に達するまでの育児休業の権利を保障
父母ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するまでの間の１年間【パパ・ママ育休プラス】
子が１歳に達するまでに分割して原則２回まで取得可能（令和４年１０月１日施行）

育児休業 ※賃金の支払義務なし。※育児休業給付金（賃金の67％又は50％ ）あり 。

小学校就学前の子を養育する場合に年５日（２人以上であれば年１０日）を限度として取得できる（１日又は時間単位）

子の看護休暇 ※賃金の支払義務なし。

３歳に達するまでの子を養育する労働者が請求した場合、所定外労働を制限
小学校就学前までの子を養育する労働者が請求した場合、月24時間、年150時間を超える時間外労働を制限
小学校就学前までの子を養育する労働者が請求した場合、深夜業（午後１０時から午前５時まで）を制限

所定外労働・時間外労働・深夜業の制限

３歳に達するまでの子を養育する労働者について、短時間勤務の措置（１日原則６時間）を義務づけ

短時間勤務の措置等

事業主が、育児休業等を取得したこと等を理由として解雇その他の不利益取扱いをすることを禁止
事業主に、上司・同僚等からの育児休業等に関するハラスメントの防止措置を講じることを義務付け

不利益取扱いの禁止等

苦情処理・紛争解決援助、調停 勧告に従わない事業所名の公表

実効性の確保

※ 有期契約労働者は、下記の要件を満たせば取得可能
・子が１歳６か月に達するまでに労働契約（更新される場合には更新後の契約）の期間が満了することが明らかでない場合であれば取得が可能
（出生時育児休業（産後パパ育休）も同趣旨）

※育児・介護休業法の規定は最低基準であり、事業主が法を上回る措置をとることは可能

子の出生後８週間以内に４週間まで出生時育児休業（産後パパ育休）の権利を保障※２回に分割して取得可能、育児休業とは別に取得可能

出生時育児休業（産後パパ育休）（令和４年10月１日施行）※賃金の支払義務なし。※出生時育児休業給付金（賃金の67％ ）あり 。

事業主に、本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出をした労働者に対する育児休業制度等の個別の制度周知・休業取得意向確認の義務づけ
事業主に、育児休業及び出生時育児休業（産後パパ育休）の申出が円滑に行われるようにするため、研修や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講
じることを義務づけ

個別周知・意向確認、育児休業を取得しやすい雇用環境整備の措置 （令和４年４月１日施行）

常時雇用する労働者数が1,000人超の事業主に、毎年１回男性の育児休業等の取得状況を公表することを義務づけ

育児休業の取得状況の公表 （令和５年４月１日施行）

育児・介護休業法の概要（仕事と育児の両立支援制度に限る）
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産後パパ育休（出生時育児休業）
※令和４年10月から

育児休業

〇産後休業をしていない労働者（日々雇用を除く）

※有期雇用労働者は、休業の申出時点に、子の出生日又は
出産予定日のいずれか遅い方から８週間を経過する日の
翌日から６か月を経過する日までに労働契約期間が満了し、
更新されないことが明らかでないことが必要。

※労使協定を締結した場合は以下に該当する労働者は
対象外とすることができる。

①申出時点で継続雇用期間が１年未満

②申出から８週間以内に雇用関係が終了することが明らか
③週の所定労働日数が２日以下

〇労働者（日々雇用を除く）

※有期雇用労働者は、休業の申出時点に、子が１歳６か月
までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らか
でないことが必要。

※労使協定を締結した場合は以下に該当する労働者は
対象外とすることができる。

①申出時点で継続雇用期間が１年未満

②申出から１年以内に雇用関係が終了することが明らか
③週の所定労働日数が２日以下

対象労働者

〇法律上の親子関係がある子（養子を含む）
※特別養子縁組の監護期間中の子、 養子縁組里親に委託されている子等も含む。

対象となる子

〇子の出生後８週間以内の期間内で通算４週間まで

※ ２回に分割して取得可能

〇子が１歳に達するまでの連続した期間

※ ２回に分割して取得可能（令和４年10月から）

対象となる期間

• 労働者は、その養育する１歳に満たない子について、事業主に申し出ることにより育児休業を取得することができる。

育児休業制度の概要
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令和３年改正前後の育児休業制度の概要

育休制度
（改正前）

育休制度
（R4.10.1～）

産後パパ育休（R4.10.1～）
育休とは別に取得可能

原則子が１歳
（最長２歳）まで

原則子が１歳
（最長２歳）まで

子の出生後８週間以内に
４週間まで取得可能

対象期間
取得可能日数

原則１か月前まで原則１か月前まで原則休業の２週間前まで申出期限

原則分割不可
分割して２回取得可能
（取得の際にそれぞれ申出）

分割して２回取得可能
(初めにまとめて申し出ることが必要)

分割取得

原則就業不可原則就業不可

労使協定を締結している場合に限り、労働者
が合意した範囲で休業中に就業することが可
能

休業中の就業

育休開始日は１歳、
１歳半の時点に限定

育休開始日を柔軟化※１１歳以降の
延長

再取得不可
特別な事情がある場合に限り再
取得可能※２

１歳以降の
再取得

※１ １歳（１歳６か月）以降の育児休業について、期間の途中で配偶者と交代して育児休業を開始できるようにする観点から、育休開始日について、１歳（１歳６か月）時点に
加え、配偶者が１歳（１歳６か月）以降の育児休業を取得している場合には、その配偶者の休業の終了予定日の翌日以前の日を育児休業開始予定日とできるようになります。

※２ １歳以降の育児休業が、他の子についての産前・産後休業、産後パパ育休、介護休業または新たな育児休業の開始により育児休業が終了した場合で、産休等の対象だった子等
が死亡等したときは、再度育児休業を取得できます。

雇用環境の整備など
について、法を上回る
取組を労使協定で定
めている場合は、
１か月前までとできる

令和３年
改正内容
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実務上のポイント①

措 置 実 施 の 際 の 留 意 事 項 （ 指 針 ）

○ 出生時育児休業含む育児休業については、労働者がこれを円滑に取得できるようにするため、事業主においては、休業の申出期限にか
かわらず労働者による申出が円滑に行われるようにするための雇用環境の整備を行い、労働者の側においても、業務の円滑な引き継ぎ
等のためには、労働者の意向に応じて早めに申し出ることが効果的であるという意識を持つことが重要であることに留意すること。

●産後パパ育休（出生時育児休業）

・・・・・その他のポイント・・・・・

① 産後パパ育休（出生時育児休業）については、従来の育児休業と同様、労働者が容易に取得できるように、事業所にあらかじめ制度を導入し、
就業規則の整備等必要な措置を講ずることが必要です。

② 産後パパ育休の取得可能日数の「４週間」については、各企業における既存の育児目的のための休暇（法定の休暇を除く。）が、産後パパ育休の
取得日数以外の要件を満たすものであれば、当該休暇の日数も含めて４週間が確保されればよいと解されます。

③ 有期雇用労働者については、子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日から６月を経過する日までに契約が満了することが明らか
でない場合に、対象となります。

④ 産後パパ育休申出を２回に分割して取得する場合は、１回目の申出時に、出生後８週間のうちいつ休業しいつ就業するかについて、初回の産後
パパ育休の申出の際にまとめて申し出ることが必要です。（これは、法律上、まとめて申し出ない場合(１回目の出生時育児休業の申出をした後日に２回目の
申出をする場合)には、事業主は２回目の申出を拒むことができるとされているものです。なお、事業主はこれを拒まないとすることも可能であり、その場合、その２回目の申
出について法定の産後パパ育休を取得することとなります。）

⑤ 育児休業と同様に、産後パパ育休開始予定日の繰上げ・終了予定日の繰下げ変更、申出の撤回が可能です。

⑥ 労使協定を締結することで、次の労働者を対象外とすることが可能です。
雇用された期間が１年未満の労働者、申出の日から８週間以内に雇用関係が終了する労働者、週の所定労働日数が２日以下の労働者
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●産後パパ育休期間における休業中の就業
～～労使協定をあらかじめ締結している場合に限ります～～

《具体的な手続きの流れ》
(1) 労働者が休業中に就業することを希望する場合は、出生時育児休業の開始予定日の前日までに以下を申出。

① 就業可能日
② 就業可能日における就業可能な時間帯（所定労働時間内の時間帯に限る。）その他の労働条件

(2) 事業主は、(1)の申出がされたときは、次に掲げる事項を労働者に速やかに提示。
① 就業可能日のうち、就業させることを希望する日（就業させることを希望しない場合はその旨）
② ①の就業させることを希望する日に係る時間帯その他の労働条件

※ この事業主の提示に対して、休業開始予定日の前日までに労働者が同意を行った範囲内で就業させることができる。
※ 事業主は、上記の同意を得た場合は、同意を得た旨と、就業させることとした日時その他の労働条件を労働者に通知。

実務上のポイント②

9

《労使協定例》

（出産時育児休業の就業）
第●条 出産時育児休業を希望する従業員は、就業可能日等を申し出ることができるものとする。



〇 所定労働時間を短縮する措置を設けなければならない
〇 １日の所定労働時間を６時間とする措置は必ず設けなければならない

短時間勤務制度

〇 対象労働者が請求した場合、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、所定
外労働を免除しなければならない

所定外労働の制限

〇 病気・けがをした子の看護、予防接種・健康診断の受診のため、休暇を取
得できる（１日又は時間単位）

〇 ・小学校就学前の子が１人の場合 年５日
・小学校就学前の子が２人以上の場合 年10日

子の看護休暇

〇 対象労働者が請求した場合、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、時間
外労働（月24時間、年150時間を超える部分）を免除しなければならない。

時間外労働の制限

〇 対象労働者が請求した場合、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜
業（午後10時から午前５時まで）を免除しなければならない

深夜業の制限

② 子が小学校に就学するまで

① 子が３歳になるまで

事業主の義務

事業主の努力義務

〇 育児に関する目的で利用できる休暇制度（いわゆる配偶者出産休暇や、子
の行事参加のための休暇など）を設けるよう努めなければならない

育児目的休暇

〇 始業時刻変更等の措置を設けるよう努めなければならない
①フレックスタイム制、②時差出勤制度、③労働者の養育する子に係る保育
施設の設置運営等

始業時刻変更等の措置

※流れ作業に従事する労働者等（短時間勤務）又は雇用された期間が１年未満である労働者等（所定外労働の制限）は、労使協定により対象から除外することが可能。

※雇用された期間が６か月未満である労働者等（子の看護休暇）は、労使協定により対象から除外することが可能。
※雇用された期間が１年未満である労働者等（時間外労働・深夜業の制限）は、対象労働者から除外。

育児休業以外の両立支援制度
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妊娠・出産（本人または配偶者）の申出をした労働者に対する
個別の周知・意向確認の措置の義務付け

〇 本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対して、事業主は育児休業制度等関する
上記の事項の周知と休業の取得意向の確認を、個別に行わなければなりません。

〇 意向には、取得希望の有無のほか、「取得するかわからない」というものも含まれます。
〇 取得を控えさせるような形での周知・意向確認は、この措置の実施とは認められません。 11

（本人または配偶者の）妊娠・出産の申出をした労働者（※申し出は口頭でも可能）誰に？

➀～④全てを周知してください。

① 育児休業・産後パパ育休に関する制度（制度の内容など）

② 育児休業・産後パパ育休の申出先（例：「人事課」、「総務課」など）

③ 育児休業給付に関すること（例：制度の内容など）

④ 労働者が育児休業・産後パパ育休期間において負担すべき社会保険料の取扱い

何を？

妊娠・出産の申出が出産予定日の１か月半以上前に行われた場合 出産予定日の1か月
前までに
それ以降の申し出の場合などはできる限り速やかに

いつ？

①面談（オンライン可） ②書面交付 ③FAX ④電子メール等
のいずれか（③④は労働者が希望した場合に限る）

どう
やって？

妊娠・出産(本人または配偶者）の申出をした労働者に対する制度の
個別の周知・意向確認が必要です！

実務上のポイント
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育児休業を取得しやすい雇用環境整備

育児休業と産後パパ育休の申し出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下のいずれかの措置を講じなけれ
ばなりません。

13

➀～④のいずれかを実施してください（複数が望ましい）。

①育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施

②育児休業・産後パパ育休に関する相談体制の整備（相談窓口や相談対応者の設置）

③自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・提供

④自社の労働者への育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取得促進に関する方針の周知

何を？

➀「研修」
対象は、全労働者が望ましいですが、少なくとも管理職は、研修を受けたことがある状態にしてください。

②「相談体制の整備」
窓口を設ける場合、形式的に設けるだけでなく、実質的な対応が可能な窓口を設けてください。
また、窓口の周知等をして、労働者が利用しやすい体制を整備してください。

③「自社の育休取得事例の提供」
自社の育休取得事例を収集し、事例を掲載した書類の配付やイントラネットへの掲載等を行い、労働者が
閲覧できるようにしてください。

提供する事例を特定の性別や職種、雇用形態に偏らせず、可能な限り様々な労働者の事例を収集・提供し、
特定の者の育児休業の申し出を控えさせることに繋がらないように配慮してください。

④「制度と育休取得促進に関する方針の周知」
育児休業に関する制度と育児休業の取得の促進に関する事業主の方針を記載したもの（ポスターなど）を
事業所内やイントラネットへ掲載してください。

具体的
には？

育児休業を取得しやすい雇用環境の整備が必要です！



育児・介護休業法の改正①
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令和7年4月から適用になる改正内容について



（１） 子の看護休暇の見直し

改正前後の制度の概要

【名称】
●「子の看護休暇」

【対象となる子の範囲】
●小学校就学の始期に達するまで

【取得事由】
●病気・けが
●予防接種・健康診断

【労使協定の締結により除外できる労働者】

(1)引き続き雇用された期間が６か月未満

(2)週の所定労働日数が２日以下

改正前

【名称】
●「子の看護等休暇」

【対象となる子の範囲】
●小学校３年生修了までに延長

【取得事由】（※詳細は省令）

●感染症に伴う学級閉鎖等

●入園(入学)式、卒園式 を追加

【労使協定の締結により除外できる労働者】
●(1) を撤廃し、(2)のみに

（週の所定労働日数が２日以下）

令和７年４月１日～

※ 取得可能日数は、現行日数（１年間に５日、子が２人以上の場合は10日）と変更ありません。
※介護休暇についても労使協定の締結により除外できる労働者は週の所定労働日数が２日以下のみとなります。

施行日：令和７年４月１日
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（２）所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大及びテレワークの努力義務化

改正前後の制度の概要

３歳に満たない子を養育する労働者は、
請求すれば所定外労働の制限（残業免除）
を受けることが可能

改正前

小学校就学前の子を養育する労働者が
請求可能に

令和７年４月１日～

改正後の制度の概要

●３歳に満たない子を養育する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、
事業主に努力義務化されます。

２．育児のためのテレワーク導入の努力義務化・短時間勤務の代替措置にテレワークを追加

１．所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

●短時間勤務制度を講ずることが困難な場合の代替措置に、テレワークが追加されます。

施行日：令和７年４月１日
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（３）介護離職防止のための個別の周知・意向確認

義務
介護に直面した旨の申出をした労働者に対して、事業主は、介護休業及び介護両立支援
制度等に関する以下の事項の周知と制度利用の意向確認を行わなければなりません。

留意
「意向確認」の措置とは、事業主から労働者に対して、意向確認のための働きかけを
行えばよいものです。

※ 面談、書面交付、FAX、電子メール等のいずれかの措置を行えばよいことを意味しています。

○個別周知と意向確認は、介護休業申出や介護両立支援制度等申出が円滑に行われるようにする
ことが目的であり、取得や利用を控えさせるような形（※）で行ってはいけません。

※  取得の申出をしないように威圧する、申し出た場合に不利益をほのめかす、取得の前例がないことを
ことさらに強調するなど

介護に直面した旨の申出をした労働者対 象 者

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（※）（制度の内容）

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）

③ 介護休業給付に関すること
※ 介護両立支援制度等

ⅰ介護休暇に関する制度、ⅱ所定外労働の制限に関する制度、ⅲ 時間外労働の制限に関する制度、

ⅳ 深夜業の制限に関する制度、ⅴ介護のための所定労働時間の短縮等の措置

周 知 事 項

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか個 別 周 知 ・
意向確認の方法 注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ。

施行日：令和７年４月１日
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（４）介護休業及び介護両立支援制度等を取得しやすい雇用環境の整備の措置

①介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施
・ 少なくとも管理職は、研修を受けたことがある状態にするなど

②介護休業・介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
・ 相談窓口の設置や相談対応者を置き、これを周知することなど

③自社の労働者への介護休業・介護両立支援制度等の取得事例の収集・提供
・ 取得事例を収集し、これらを掲載した書類の配布やイントラネットへ掲載する

ことなど

④自社の労働者への介護休業・介護両立支援制度等の取得促進に関する方針の周知
・ 介護休業・介護両立支援制度等の取得の促進に関する事業主の方針を記載したものを

事業所内やイントラネットに掲示することなど

義務
介護休業と介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、
事業主は以下のいずれかの措置を講じなければなりません。

望ましい 可能な限り、複数の措置を行うことが望ましい。

施行日：令和７年４月１日
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（５）介護に直面する前の早い段階(40歳等)での両立支援制度等に関する情報提供

義務
事業主は、仕事と介護の両立支援制度を十分活用できないまま介護離職に至ることを防止
するため、介護に直面する前の早い段階（４０歳等）に介護休業及び介護両立支援制度等
に関する情報提供を行わなければなりません。

早期の情報提供を行う際には介護保険制度についても併せて知らせることが望ましい。

望ましい
介護休業及び介護両立支援制度等について労働者の理解と関心を深めるための情報提供
を行うに当たっては、各種制度の趣旨・目的を踏まえることが望ましい。
①介護休業制度は、介護の体制を構築するため一定期間休業する場合に対応するもの
②介護休暇制度は、介護保険の手続や要介護状態にある家族の通院の付き添いなど、
日常的な介護のニーズにスポット的に対応するためのもの

③所定労働時間の短縮措置等その他の仕事と介護の両立のための柔軟な働き方に関する
制度は、日常的な介護のニーズに定期的に対応するためのもの

① 労働者が40歳に達する日（誕生日の前日）の属する年度（１年間）

② 労働者が40歳に達した日の翌日（誕生日）から１年間

対象者
（情報提供期間）

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先

③ 介護休業給付に関すること

※ 併せて介護保険制度について周知することが望ましい。

情報提供事項

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか情報提供の方法

施行日：令和７年４月１日

注：①はオンライン面談も可能。

※ 次ページ参照
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（参考）40歳になられた方向けの介護保険制度リーフレット
～ 2枚版（本資料）のほか、4枚版があるので、適宜、活用ください。 ～

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10548.html



育児・介護休業法の改正②
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令和7年10月から適用になる改正内容について
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事業主は、３歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に対して、職場のニーズを把握した
上で、次の中から２以上の制度を選択して措置する必要があります。
事業主が措置を選択する際、過半数労働組合等からの意見聴取の機会を設ける必要があります。

● 育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

【選択して講ずるべき措置（両立支援制度等）】
① 始業時刻等の変更
② テレワーク等(10日/月)
③ 保育施設の設置運営等
④ 新たな休暇の付与(10日/年)
⑤ 短時間勤務制度

フルタイムでの柔軟な働き方

※②テレワーク等と④新たな休暇は、原則時間単位で取得可とする必要があります。

（各選択肢の詳細）
①「始業時刻等の変更」としては、次のいずれかの措置があります。

・フレックスタイムの制度 ・始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げる制度（時差出勤の制度）
②テレワーク等の措置は、一日の所定労働時間を変更することなく、月あたり10日以上の日数を利用可能すること

が必要です。
③「保育施設の設置運営等」としては、保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与（ベビーシッターの手

配及び費用負担など）があります。
④新たな休暇の付与は、一日の所定労働時間を変更することなく、年あたり10日以上の日数を取得可能とすること

が必要です。
⑤短時間勤務制度は、１日の所定労働時間を原則６時間とする措置を含む必要があります。

柔軟な働き方を実現するための措置（その１）

義務

○ 労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用することができます。

この際、１日の所定労働時間を５時間または７時間とする措置、一週間のうち所定労働時間を短縮する曜日を
固定する措置、週休３日とする措置等も併せて講ずることが望ましいです。

施行日：令和７年１０月１日
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３歳に満たない子を養育する労働者に対して、子が３歳になるまでの適切な時期に、
事業主は柔軟な働き方を実現するための措置として選択した制度（対象措置）に
関する以下の事項の周知と制度利用の意向の確認を、個別に行わなければなりません。

● 事業主が選択した制度について、労働者に対する
個別の周知・意向確認の措置

労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間
（１歳11か月に達した日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）

周 知 時 期
（ 対 象 労 働 者 ）

① 対象措置の内容（両立支援制度等のうち２つ以上）

② 対象措置の申出先（例：人事部など）

③ 所定外労働（残業免除）・時間外労働・深夜業の制限に関する制度

周 知 事 項

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか個 別 周 知 ・
意向確認の方法 注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ。

柔軟な働き方を実現するための措置（その２）
施行日：令和７年１０月１日

留意
「意向確認」の措置とは、事業主から労働者に対して、意向確認のための働きかけを行えばよい
ものです。 ※ 面談、書面交付、FAX、電子メール等のいずれかの措置を行えばよいことを意味しています。

○ 個別周知と意向確認は、対象措置の申出が円滑に行われるようにすることが目的であり、
取得や利用を控えさせるような形（※）で行ってはいけません。

※  取得の申出をしないように威圧する、申し出た場合に不利益をほのめかす、取得の前例がないことをことさらに強調するなど

望ましい
家庭や仕事の状況が変化する場合があることを踏まえ、労働者が選択した制度が適切であるか確認
すること等を目的として、上記の時期以外（育児休業後の復帰時、短時間勤務や対象制度の利用期間中な
ど）にも定期的に面談を行うことが望ましい。

義務
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仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮義務化

事業主は、労働者が本人又は配偶者の妊娠・出産等を申し出た時や、労働者の子が３歳になるまでの
適切な時期に、子や各家庭の事情に応じた仕事と育児の両立に関する以下の事項について、労働者の
意向を個別に聴取し、確認された意向について配慮しなければなりません。

● 妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前の個別の意向聴取

①本人又は配偶者が妊娠・出産等の申出をした労働者
②子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間（１歳11か月に達した日の
翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）である労働者

対象労働者
（意向聴取の時期）

① 勤務時間帯（始業及び終業の時刻）

② 勤務地（就業の場所）

③ 両立支援制度等の利用期間

④ その他仕事と育児の両立の支障となる事情の改善に資する就業の条件

聴 取 内 容

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか意向聴取の方法
注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ。

意向聴取

留意
意向の聴取は、子の年齢に応じて一律に講じられた措置のみでは、個々の労働者の子や家庭の事
情から仕事と育児の両立が困難になる場合があることから、当該労働者に対して、就業条件に関
する個別の意向を確認するために行うものです。

望ましい
上記のタイミングでの意向の確認のほか、育児休業後の復帰時や労働者から申出があった際等に
も、意向の聴取を行うことが望ましい。

義務

施行日：令和７年１０月１日
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● 聴取した労働者の意向についての配慮

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮義務化配慮義務

事業主は、意向の聴取をした労働者の就業条件を定めるに当たっては、前ページにより
聴取した労働者の仕事と育児の両立に関する意向について、自社の状況に応じて
配慮しなければなりません。

義務

望ましい

労働者がひとり親家庭の親である場合であって、労働者が希望するときは、
子の看護等休暇等の付与日数に配慮することが望ましい。

労働者の子に障害がある場合や医療的ケアを必要とする場合であって、労働者が希望するときは、
短時間勤務制度や子の看護等休暇等の利用可能期間を延長することが望ましい。

配慮の内容として、自社の状況に応じた以下のような取組例が考えられます。
【具体的な配慮の例】

・勤務時間帯・勤務地にかかる配置
・業務量の調整
・両立支援制度等の利用期間等の見直し
・労働条件の見直し 等

施行日：令和７年１０月１日



労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向の聴取・配慮等の新設

個別の意向の聴取の時期

①、②の時期のほか、
・育児休業後に就業を開始する際
・労働者から申出があった際
等に、個別の意向を確認すること
が望ましい（指針）

定期的な面談

・妊娠・出産等の申出時
・「柔軟な働き方を実現するための措置」

に係る面談等
・育児休業からの復職時
・短時間勤務制度や「柔軟な働き方を

実現するための措置」の利用期間中
などの機を捉え、定期的な面談を行う
ことが望ましい（指針）

出生 ３歳 就学労働者からの妊娠・出産等の申出

育児休業制度の個別周知・意向確認

［時期］
本人又は配偶者が妊娠・出産等を申し出たとき

［個別周知と意向確認］
・事業主は、労働者に対して育児休業制度等の周
知と育児休業・産後パパ育休の取得意向を確認す
るために面談等の措置を講じなければならない

「柔軟な働き方を実現するための措置」の
個別周知・意向確認

［時期］
３歳になるまでの適切な時期

（加えて、最初の利用時以降にも定期的な面談等
を実施することが望ましい（指針））

［個別周知と意向確認］
・事業主は、労働者に対して制度等の周知と利用
の意向を確認するために面談等の措置を講じな
ければならない

個別の意向の聴取と配慮

［個別の意向の聴取］
・子や家庭の状況により、両立が困難となる場合

もあるため、労働者の離職を防ぐ観点から、意向
（勤務時間帯や勤務地、両立支援制度の利用期間
の希望等）を確認しなければならない

［意向の配慮］
・意向を確認したあとは、自社の状況に応じ、事業

主はその意向に配慮をしなければならない。
  例：配置、業務量の調整、両立支援制度の利用
    期間等の見直し、労働条件の見直しなど

３歳になるまでの適切な時期

個別の意向の聴取と配慮

［個別の意向の聴取］
（同左）

［意向の配慮］
（同左）

① ②

：現行の措置義務

：見直し
さらに望ましい対応
・子に障害がある場合等で希望するときは、短時間勤務制度や子の看護等休暇等の利用可能期間を延長すること
・ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配慮すること 等（指針）

労働者の仕事と育児の両立支援のニーズに対応するためには、「柔軟な働き方を実現するための措置」の制度等の周知とその利用の
意向を確認するとともに、子や各家庭の状況に応じた個別の意向に配慮する必要がある。

見直し内容

改正の趣旨
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参考資料

厚生労働省HP> 政策について> 分野別の政策一覧> 雇用・労働> 雇用環境・均等> 職場における子育て支援> 事業主の方へ> 育児・介護休業

法についてmhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html
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